
　　　該当なし

　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　・該当なし

　　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　　・建物、構築物、機械及び装置、車輛運搬具、器具及び備品及びソフトウェア－定額法

　　　　　・リース資産－該当なし

　　（３）引当金の計上基準

　　　　　・退職給付引当金－当法人の負担する掛金額を退職給付引当資産とし、同額の退職給付引当金を

　　　　　　　　　　　　　　計上する方法を用いている。

　　　　　・賞与引当金　　－該当なし

　　　該当なし

　　　独立行政法人勤労者退職金共済機構の実施する中小企業退職金共済制度

　　　対象役職員の数　１０名

　　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

　（１）法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式）

　（２）事業区分の計算書類（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

　（３）就労継続支援事業所拠点（社会福祉事業）

　　　　　　イ　法人本部（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

　　　　　　ロ　就労継続支援Ａ型事業所「みのり」（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

　　　　　　ハ　就労継続支援Ｂ型事業所「ひかり」（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

39,462,700 39,462,700

104,435,070 5,500,000 5,517,827 104,417,243

143,897,770 5,500,000 5,517,827 143,879,943

　　　該当なし

６．基本財産の増減の内容及び金額

１．継続事業の前提に関する注記

２．重要な会計方針

３．重要な会計方針の変更

４．法人で採用する退職給付制度

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

（単位：円）

基本財産の種類

土地

建物

合計

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
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円

円

円

円

　　有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

取得価額 減価償却累
計額

当期末残高

39,462,700 39,462,700

131,835,183 27,417,940 104,417,243

5,049,000 1,423,536 3,625,464

5,196,311 1,840,476 3,355,835

29,603,393 13,664,921 15,938,472

6,717,867 4,903,486 1,814,381

14,707,428 9,017,759 5,689,669

3,126,000 2,048,616 1,077,384

235,697,882 60,316,734 175,381,148

　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

債権額 徴収不能引
当金の当期
末残高

債権の当期
末残高

9,898,470 9,898,470

9,898,470 9,898,470

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

帳簿価額 時価 評価損益

　　該当なし

役員の
兼務等

事業上
の関係

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している
場合は記載不要。）

８．担保に供している資産

　　　該当なし

計

　　　該当なし

計

器具及び備品

（単位：円）

基本財産

土地

建物

その他の固定資産

土地

建物

構築物

機械及び装置

車輌運搬具

合計

ソフトウェア

合計

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している
場合は記載不要。）

（単位：円）

事業未収金

合計

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

（単位：円）

種類及び銘柄

該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

（単位：円）

種類 法人等
の名称

住所 資産総額 事業の内容
又は職業

議決権の所
有割合

取引の
内容

取引金額 科目 期末残高関係内容
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　　　該当なし

　　　該当なし

　　　該当なし

　　　該当なし

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら
かにするために必要な事項

１３．重要な偶発債務

１４．重要な後発事象

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
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